
民間の最先端の知見・技能の活用自衛隊による計画的な人材育成

サイバー教育基盤の拡充

➢ 陸自通信学校の体制を拡充し、サイ

バー教育のための施設、機材等を整備

意欲ある若年層への教育の実施

➢ 陸自高等工科学校の「システム・サイ

バー専修コース」（令和3年度開講）の拡

充

➢ 防衛大学校のサイバー教育の拡充

安全保障のフロントラインでの勤務経験

➢ サイバー部隊等での勤務により、安全保

障の最前線での対処を経験

高度な知見を有する民間人材の活用

➢ 「サイバーセキュリティ統括アドバイザー」

や「AI・データ分析官」の採用

最新の脅威・技術に係る教育の実施

➢ 国内外の大学への派遣をはじめとする、

部外教育機関を活用した教育

官民連携の強化

➢ 専門企業研修や官民人事交流の推進、

NATOサイバー防衛協力センター主催

の実践的な国際的サイバー防衛演習

「ロックド・シールズ」に官民共同参加

自衛隊のサイバー人材も
民間分野で活躍可能

民間分野における高度な
知見を防衛分野で発揮

官民における
サイバー人材の相互交流

「システム・サイバー専修コース」の様子

「ロックド・シールズ」
演習の様子
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○ サイバーセキュリティの確保は我が国の安全保障にとって死活的に重要。これを支える優れた人材の育成は
喫緊の課題

⇒ 社会においてもニーズの高いサイバー・AI人材を防衛省・自衛隊が率先して育成するとともに、この分野
における積極的な官民間の交流・連携を拡充（ 「人への投資」を拡大）

サイバー・AI人材への投資



4.50

5.00

5.50

'97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18 '19 '20 '21 '22

SACO・再編・政府専用機・国土強靭化を含む

SACO・再編・政府専用機・国土強靭化を除く（中期防対象経費）

（単位：兆円）

日本の防衛関係費はどのように推移しているか

○ 当初予算でみると、直近10年連続で増加しているものの、令和元年度（2019年度）に平成９年度（

1997年度）の水準を初めて上回った
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事
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更
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中
国
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ル
発
射
（
北
朝
鮮
）

東
日
本
大
震
災

ウ
ク
ラ
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ナ
侵
略
（
ロ
シ
ア
）（’01）

（’03
～ ’11 ）

（’10）

（’11）

（’22）

5兆4,005億円

<98年度>
中国の国防費が
日本を逆転

5兆1,788億円

従来の最高額
（4兆9,414億円）

10年連続減少 10年連続増加

<19年度>
97年度の水準を上回る
（5兆0,070億円）
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施設整備費

3.7%（1,932億円）

研究開発費

3.2%（1,644億円）
先端技術への投資

※ 米軍再編関係経費等を除く。

その他

1.5%（802億円）

維持費など

24.7%

（12,788億円）

装備品等購入費

15.8 % 

（8,165億円）
51,788億円
（R4当初） 装備品等購入費

22.4 %

（13,138億円）

基地対策経費

8.0%（4,718億円）

施設整備費

3.4%（2,015億円）

研究開発費

2.8%
（1,644億円）

その他

1.4%（811億円）

58,661億円
防衛力強化加速パッケージ

（R3補正+R4当初）

人件・糧食費

37.2％（21,847億円）

維持費など

24.7%（14,488億円）

（参考）

人件・糧食費

42.0％

（21,740億円）

隊員の給与、退職金、
営内での食事

隊員の教育訓練、艦船・航空機等など
の油、装備品の修理

新しい装備品（戦車、護衛艦、
戦闘機など）の購入

地元自治体への支援

基地対策経費

9.1%（4,718億円）

格納庫・隊舎などの建設

防衛関係費はどのように使われているか

○ 約４割が自衛隊員の給与や食事、約２割が艦船・航空機の燃料や維持管理

○ 新しい装備品の購入は約２割に満たない
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（歳出ベース）

⚫ 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年

度に支払われる額の合計

（契約ベース）

⚫ 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年

度に結ぶ契約額の合計

（後年度負担）

⚫ 艦船や航空機等の主要な装備の調達、格納庫・隊舎

等の建設など、複数年度を要するものが多いため、複

数年度に及ぶ契約（原則５年以内）を行い、将来の一

定時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束。

⚫ 後年度負担とは、このような複数年度に及ぶ契約に基

づき、契約の翌年度以降に支払われる経費（契約年度

に支払われる経費は、当該年度の一般物件費として計上）

※ 主要な事業の契約年限

防衛関係費はどのような構造となっているか

護衛艦：４～５年
航空機：３～５年

維持整備：１～２年
施設：２～３年

誘導弾：４年程度
弾薬：２～３年

■ 後年度負担額は増加傾向
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